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研究成果報告書概要 
 

１ 学校法人名     慶應義塾             ２ 大学名    慶應義塾大学        

 

３ 研究組織名     グローバル経済社会研究拠点                            

 

４ プロジェクト所在地  東京都港区三田 2-15-45                             

 

５ 研究プロジェクト名  グローバリゼーションと高質な経済社会の構築                

 

６ 研究観点      研究拠点を形成する研究                               

 

７ 研究代表者 

研究代表者名 所属部局名 職名 

木村 福成 経済学部 教授 

 

８ プロジェクト参加研究者数  １９ 名 

 

９ 該当審査区分    理工・情報     生物・医歯     人文・社会  

 

１０ 研究プロジェクトに参加する主な研究者 
研究者名 所属・職名 プロジェクトでの研究課題 プロジェクトでの役割 

木村 福成 

経済学部・

教授 

 

東アジア経済と日本経済の

相互依存関係をめぐる実証・

政策研究 

東アジアの経済統合の

有する日本にとっての経

済的意義を議論する（カ

テゴリーＡ、Ｃ） 

赤林 英夫 

経済学部・

教授 

 

教育の質と国際競争力をめ

ぐるマイクロデータ分析 

グローバルな環境の下

での教育の質の問題を

分析する。（カテゴリー

Ｂ） 

安藤 光代 
商学部・教

授 

国際的な生産ネットワークお

よび国際分業の発展に伴う

国内雇用や企業間・企業内

取引の変化 

企業の海外活動と国内

活動の関連を分析する

（カテゴリーＡ） 

遠藤 正寛 
商学部・教

授 

グローバリゼーションと日本

企業の生産性・労働需要 

グローバリゼーションと

企業行動の関係を解明

する（カテゴリーＡ、Ｃ） 

大垣 昌夫 
経済学部・

教授 

世界観と教育についての行

動経済学研究 

個別文化とグローバリゼ

ーションの間の相克を科

学的に分析する（カテゴ

リーＣ） 
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大久保 敏弘 
経済学部・

教授 

国際貿易論・空間経済学の

国内地域経済への応用研究 

国際経済と地域経済を

連続した枠組みで分析

する視点を提供する（カ

テゴリーＡ，Ｂ） 

大野 由香子 
商学部・准

教授 

企業の国内・海外立地の研

究 

企業の立地選択とグロ

ーバル化の関連を解明

する（カテゴリーＡ、Ｂ） 

加藤 隼人 

経済学部・

訪 問 研 究

員 

国内政策と国際企業活動の

関連についての研究 

国内政策と国際企業活

動の関連についての研

究（カテゴリーA、B） 

清田 耕造 
産 業 研 究

所・教授 

国際貿易の国内産業・雇用

への影響 

国際貿易と国内産業・雇

用構造の関連について

の研究（カテゴリーA、B） 

鶴 光太郎 
商 学 研 究

科・教授 

対外的ショックの国内雇用調

整への影響 

企業の労働雇用の国際

要因を分析する（カテゴ

リーＡ、Ｂ） 

土居 丈朗 
経済学部・

教授 

社会保障と国家・地方財政

の研究 

国際的視野も踏まえた

国内問題分析を提供す

る（カテゴリーＢ、Ｃ） 

中妻 照雄 
経済学部・

教授 

時系列分析の応用手法の開

発 

テクニカルサポート（時

系列分析） 

樋口 美雄 
商学部・教

授 

グローバリゼーションと日本

の労働市場 

日本の労働市場への政

策提言を行う（カテゴリ

ーＡ、Ｃ） 

松浦 寿幸 
産 業 研 究

所・准教授 

貿易・直接投資が企業行動

に及ぼす影響 

グローバル化の生産性・

雇用への影響を分析す

る（カテゴリーＡ、Ｂ） 

マッケンジー、コリン 
経済学部・

教授 

パネルデータ分析の応用手

法の開発 

テクニカルサポート（パ

ネルデータ分析） 

山本 勲 
商学部・教

授 

グローバル化に伴う就業行

動や賃金の変化 

グローバル化と労働市

場の関係を解明する（カ

テゴリーＢ） 

風神 佐知子 

中京大学・

経済学部・

准教授 

企業の対外経済活動と労働

需要の関連 

企業の様々な対外経済

活動が国内労働需要に

与える影響を特定する

（カテゴリーＡ、Ｂ） 

田中 鮎夢 

中央大学・

商学部・准

教授 

労働市場の不完全性、輸

出、技能・職種別賃金の関連 

輸出と賃金の関連を、労

働市場の不完全性をも

とに分析する（カテゴリ

ーＡ、Ｂ） 
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山下 直輝 

ロイヤル・

メルボルン

工 科

(RMIT) 大

学・経済・

ファイナン

ス・マーケ

ティング学

部・准教授 

アウトソーシングと国内労働

需要の関連 

アウトソーシングと国内

労働需要の関連につい

ての研究（カテゴリーＡ、

Ｂ） 

（共同研究機関等） 

（なし） 
   

 

＜研究者の変更状況（研究代表者を含む）＞ 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

グローバリゼーションと

日本の労働市場 

商学部・教授 

商学部長 
樋口 美雄 

日本の労働市場への政

策提言を行う（カテゴリ

ーA、C） 

（変更の時期：平成２５年１０月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

商学部・教授 

商学部長 
商学部・教授 樋口 美雄 

日本の労働市場への

政策提言を行う（カテ

ゴリーA、C） 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

追加    

（変更の時期：平成２５年１０月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

 
慶應義塾大学 

産業研究所 教授 
清田 耕造 

国際貿易と国内産業・

雇用構造の関連につ

いての研究（カテゴリ

ーA、B） 

 
La Trobe 大学 

経済学部 専任講師 
山下 直輝 

アウトソーシングと国

内労働需要の関連に

ついての研究（カテゴ

リーＡ、Ｂ） 
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旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

グローバル化に伴う就

業行動や賃金の変化 
商学部・准教授 山本 勲 

グローバル化と労働市

場の関係を解明する（カ

テゴリーB） 

貿易・直接投資が企業

行動に及ぼす影響 

産業研究所・専

任講師 
松浦 寿幸 

グローバル化の生産性・

雇用への影響を分析す

る（カテゴリーA、B） 

（変更の時期：平成２６年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

商学部・准教授 商学部・教授 山本 勲 

グローバル化と労働

市場の関係を解明す

る（カテゴリーB） 

産業研究所・専任講

師 
産業研究所・准教授 松浦 寿幸 

グローバル化の生産

性・雇用への影響を

分析する（カテゴリー

A、B） 

 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

アウトソーシングと国内

労働需要の関連 

La Trobe大学・経

済学部・専任講

師 

山下 直輝 

アウトソーシングと国内

労働需要の関連につい

ての研究（カテゴリーA、

B） 

（変更の時期：平成２６年７月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

La Trobe 大学・経済

学部・専任講師 

ロイヤル・メルボルン工科

(RMIT)大学・経済・ファイナ

ンス・マーケティング学部・

准教授 

山下 直輝 

アウトソーシングと国

内労働需要の関連に

ついての研究（カテゴ

リーA、B） 

 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

国際貿易論・空間経済

学の国内地域経済へ

の応用研究 

経済学部・准教

授 
大久保 敏弘 

国際経済と地域経済を

連続した枠組みで分析

する視点を提供する（カ

テゴリーA、B） 

（変更の時期：平成２７年４月１日） 



（様式 2） 
 

法人番号 131015 
プロジェクト番号 S1391003 

 
 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

経済学部・准教授 経済学部・教授 大久保 敏弘 

国際経済と地域経済

を連続した枠組みで

分析する視点を提供

する（カテゴリーA、B） 

 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

東アジア経済と日本経

済の相互依存関係をめ

ぐる実証・政策研究 

経済学部・教授 木村 福成 

東アジアの経済統合の

有する日本にとっての経

済的意義を議論する（カ

テゴリーA、C） 

（変更の時期：平成２７年１０月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

経済学部・教授 
経済学部・教授 

経済学研究科委員長 
木村 福成 

東アジアの経済統合

の有する日本にとって

の経済的意義を議論

する（カテゴリーA、C） 

 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

国際的な生産ネットワ

ークおよび国際分業の

発展に伴う国内雇用や

企業間・企業内取引の

変化 

商学部・准教授 安藤 光代 

企業の海外活動と国内

活動の関連を分析する

（カテゴリーＡ） 

労働市場の不完全性、

輸出、技能・職種別賃

金の関連 

独立行政法人経

済産業研究所・

研究員 

田中 鮎夢 

輸出と賃金の関連を、労

働市場の不完全性をも

とに分析する（カテゴリ

ーＡ、Ｂ） 

（変更の時期：平成２８年４月１日） 
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新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

商学部・准教授 商学部・教授 安藤 光代 

企業の海外活動と国

内活動の関連を分析

する（カテゴリーＡ） 

独立行政法人経済

産業研究所・研究員 
中央大学・商学部・准教授 田中 鮎夢 

輸出と賃金の関連を、

労働市場の不完全性

をもとに分析する（カ

テゴリーＡ、Ｂ） 

 

 

旧 
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

追加    

（変更の時期：平成２９年４月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

 経済学部 訪問研究員 加藤 隼人 

国内政策と国際企業

活動の関連について

の研究（カテゴリーA、

B） 

 

 

旧 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄでの研究課題 所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

東アジア経済と日本経

済の相互依存関係をめ

ぐる実証・政策研究 

経済学部・教授 

経済学研究科委

員長 

木村 福成 

東アジアの経済統合の

有する日本にとっての経

済的意義を議論する（カ

テゴリーA、C） 

（変更の時期：平成２９年１０月１日） 

 

 

新 

変更前の所属・職名 変更（就任）後の所属・職名 研究者氏名 プロジェクトでの役割 

経済学部・教授 

経済学研究科委員

長 

経済学部・教授 

 
木村 福成 

東アジアの経済統合

の有する日本にとって

の経済的意義を議論

する（カテゴリーA、C） 
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１１ 研究の概要（※ 項目全体を１０枚以内で作成） 

 

（１）研究プロジェクトの目的・意義及び計画の概要 

 

 本研究プロジェクトは、経済のグローバル化と国内経済社会の相互関連というテーマを中

心に据えて、応用ミクロ経済学の統合研究という領域の基盤を慶應義塾に形成することを目

的とした。 

 産業空洞化、企業の競争力低下、地域間格差、非正規雇用、貧困・所得格差など、近年の

日本経済で指摘される諸問題には、経済のグローバル化が深く関わっている。しかし、これま

での研究では、各々の問題に対して各研究分野の範囲内で検証が試みられることが主流で

あった。国民一人一人が経済のグローバル化からより多くの果実を受け取り、それに伴う摩

擦や利害の対立を軽減できるような各種制度を整えた、「高質な」経済社会を構築するには、

分野横断的な研究が不可欠である。応用ミクロ経済学のさまざまな分野にまたがった、理論

と実証・政策の両面からの研究を進めることによって、グローバル化と企業行動・家計行動・

再分配政策の相互作用を浮き彫りにすることを目指した。 

 本研究が対象とする事象については、世界の研究者による一定の成果の蓄積がある。しか

し、例えばグローバル化の下での企業活動は国際経済学の重要な研究対象であるが、労働

経済学などとの協働研究はあまり進展していない。そこで、これまで注目されていない要因に

も目配りしつつ、グローバル化と経済社会との包括的な研究を行うことで、日本の経済社会

をより高質にするための経済政策を提言できる。あわせて、研究用に構築されたデータセット

やプログラムは、開示できるものについては学内外の研究者にも使用を認めることで、このプ

ロジェクトの成果が広く活用されるよう努める。 

 本研究プロジェクトの 5年間の活動は、以下のように計画された。平成 25年度には、本プロ

ジェクトの研究会を立ち上げ、問題意識、分析手法、データ分析のノウハウなどをメンバー間

で共有することで、協働体制を円滑に離陸させる。家計・企業のパネルデータ構築や国際共

同研究も開始する。平成 26 年度には、家計・企業データの整備が完了した部分から分析に

供され、年度後半には研究成果が得られ始める。学外の研究者ともセミナー等で交流を促進

し、形成されつつある研究拠点を学外にも開かれたものにする。平成 27年度には、研究成果

の学術雑誌への投稿が活発化する。研究の進展に応じてプロジェクトの企画調整を行う。平

成 28 年度には、パネルデータの整備を一段落させ、公開可能なデータやプログラムは WEB

ページを開設して公開する。平成 29 年度は研究プロジェクトの最終年度であり、研究成果を

広く公表する。ただ、研究成果は集約するが、本研究を終結させることは目指さない。慶應義

塾が本テーマの研究拠点として引き続き活動するための制度、特に研究者間交流促進制度

や研究支援制度を整える。 

 

 

（２）研究組織 

 

（２－１）研究代表者の役割 

 研究代表者である木村福成（経済学部教授）は、全体を統括する。プロジェクトが支障なく

進み、所期の目的を達成できるよう、方向性や研究事業に対してアドバイスを行った。また、

自身の研究も進め、世界の研究者との研究交流も図ることで、研究拠点の形成を支援した。 

 

（２－２）各研究者の役割分担や責任体制の明確さ 

 プロジェクトの座標軸を明確にするため、研究分野を 4 つのカテゴリーに分けた。すなわち、

グローバル化に対する経済社会の適応（カテゴリーA）、国際競争力のある経済社会の設計 
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（カテゴリーB）、経済社会の国際比較と国内外の 

価値観の共有（カテゴリーC）、そして実証分析の 

テクニカルサポートである。参加研究者はこれら 

のカテゴリーを 1つあるいは 2つ担当する。また、 

本プロジェクトの下に毎年 8 個程度のサブプロジ 

ェクトを設置し、学内から参加する 16 名の研究者 

は少なくとも 1 つのサブプロジェクトに参加する。 

各サブプロジェクトは年度単位で募集し、年度末 

に成果を文書で提出し、本プロジェクトの学内コ 

ンファレンスで報告する。例として、平成 29 年度 

は以下の 9 個のサブプロジェクトを実施した。 

 

サブプロジェクト名 参加研究者（下線はサブプロジェクト代表者） 

直接投資、国際貿易、生産性、および国内労働市場 清田 

地域経済と国際貿易-企業の異質性と地域の異質性 大久保･加藤 

海外直接投資と企業間取引ネットワーク 松浦 

グローバル化するアジアにおける経済発展の現状と課題 木村・中妻 

日本の企業・労働者接合データを用いた国際経済取引と賃金の関連 遠藤・鶴・安藤 

国際競争下の日本企業の法人税負担 土居 

世界観の親子の通時的経済行動への影響 大垣・赤林 

家計の経済構造を国際比較するための基盤構築と研究 樋口・マッケンジー・赤林・土居・山本 

企業取引と立地 大野・山本・遠藤・松浦・大久保 

 

 このようにして、各研究者の役割分担を明確にし、研究を促進させた。本事業は、このよう

な参加者の協働を促進し、高質な経済社会を構築するための応用ミクロ経済学の統合研究

の基盤を慶應義塾に形成するプラットフォームとして機能させた。 

 

（２－３）研究プロジェクトに参加する研究者の人数 

 本プロジェクトは、平成 29 年度は、学内の経済学部、商学部、商学研究科、産業研究所に

所属する 16 名の研究者に、学外からの参加者 3 名を加えた、計 19 名で遂行した。 

 

（２－４）大学院生・PD 及び RA の人数・活用状況 

 平成 25 年度から平成 29 年度までの各年度に、下記の者を PD と RA に採用した。 

 

年度 PD RA 

平成 25 年度 湯川志保 （1 名） （0 名） 

平成 26 年度 Srithanpong Thanapol （1 名） 何芳 （1 名） 

平成 27 年度 何芳 （1 名） Shilva Chang Mateus （1 名） 

平成 28 年度 何芳 （1 名） Shilva Chang Mateus、Lin Chin Ho、伊藤大貴 （3 名） 

平成 29 年度 何芳 （1 名） Shilva Chang Mateus、Lin Chin Ho （2 名） 

 

 PD や RA は、以下の職務内容を遂行した。 

・本事業の実施する調査・研究への参加 

・本事業の DP の執筆 
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・本事業が主催、あるいは共催等するシンポジウムやコンファレンスへの協力 

 

（２－５）研究チーム間の連携状況 

 サブプロジェクトやその参加メンバーには毎年変更があるので、自然に参加メンバー間のつ

ながりが醸成され、研究チーム間の連携が生まれている。また、これまでに 5 回、本事業の

学内コンファレンスを実施し、各サブプロジェクトが研究成果を全参加者と共有する機会を設

けている。さらに、学内で開催される各分野の定期セミナーや、本事業の予算を使用した国

際研究報告会などへの参加を通じてでも、研究チーム間の交流が促進されている。 

 

（２－６）研究支援体制 

 学内の学術研究支援部が、予算管理や書類手続等を担当し、研究を支援している。 

 

 

（３）研究施設・設備等 

 

 慶應義塾大学三田キャンパス研究室棟、木村福成研究室（研究室棟 514 号室）他、面積

232.78 ㎡、使用者 16 名。 

 

 

（４）研究成果の概要 ※下記、１３及び１４に対応する成果には下線及び＊を付すこと。 

 

 プロジェクトは順調に進展し、プロジェクト開始時に計画した毎年度の実施計画をおおむね

達成し、応用ミクロ経済学の研究拠点の形成という本事業の目標が実現された。 

 まず、研究成果の発表としては、平成 25 年度から平成 29 年度までの 5 年間で、本事業に

学内から参加する 16名によって、学術雑誌に掲載された論文は 81本、刊行された図書は 10

冊で、学会発表（学会組織によって定期的に開催される学術集会で行なった発表）は 69 回行

われている。経済学学術雑誌ランキングの上位 20位以内に位置する雑誌に掲載された論文

や、日本で優れた経済書に与えられる賞を受賞した書籍もある。 

 分野横断的な共同研究という目的も達成されている。特に、(*1)国際貿易論と労働経済学

にまたがる分野においては、優れた研究成果が挙がっている。両分野の専門家が協力して

国際ワークショップも開催している。その例として、平成 28 年 3 月にはフランスの社会科学高

等研究院（EHESS）にあるパリ日仏財団と慶應義塾大学の本事業との共催で、"Globalization 

and Labor Market Outcomes"が実施され、本事業に属する研究者 7 名が参加した。これは上

述の、国際貿易論と労働経済学の分野横断的な企画である。EHESS との協働作業は継続し

ており、本事業の参加研究者が EHESS に滞在したり EHESS でワークショップを開催したりし

ている。 

 国際共同研究としては、MIT Pressより刊行されている学術雑誌 Asian Economic Papersが

毎年世界各国の研究者を招待して開催する国際研究集会、(*2)アジア経済パネルコンファレ

ンス（AEPC）を、平成 25 年度から毎年、慶應義塾大学において開催している。東アジア・アセ

アン経済研究センター（ERIA）や実証国際貿易研究フォーラム（FREIT）との協働作業も順調

に進展している。東アジア 5 大学（シンガポール国立大学、延世大学、香港大学、復旦大学、

および慶應義塾大学）経済学部合同シンポジウムや貿易・投資実証研究（EITI）コンファレン

スも継続中で、東アジアの経済発展に関する幅広い研究成果の報告が行われてきた。 

 さらに、(*3)データセットの構築では、本事業の拠点形成に有用な個票データの整備が進

み、研究に活用された。例として、日本の家計パネルデータを国際比較に適した形に加工・推
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計したもの、日本における労働者・企業接続パネルデータと貿易データを接続したもの、企業

間取引データに企業の代表者の属性や企業の立地情報を付与したもの、日本の親子を対象

に世界観の通時的行動への影響に関する経済実験を実施したもの、世界観に関するアンケ

ートをアメリカ合衆国、韓国、日本で行い、国際比較を可能としたものがある。 

 研究成果としては、本事業に参加する研究者間の共同作業を通じて、国際経済学、労働経

済学、産業組織論といった応用ミクロ経済学の複数の分野にまたがる活動や、各国における

人々の世界観の相違や同一データを用いた比較研究が行われた。研究論文は、引き続き学

会発表やワーキングペーパーの刊行を通じて、査読付き国際学術雑誌に成果が発表されて

いく。その際、上述の Asian Economic Papers も１つの有力な投稿先になる。国民が経済のグ

ローバル化からより多くの利益を得られ、不利益を被る人を特定し、その人々に適切な対応

をとるための政策の策定に資するような成果がさらに期待できる。 

 また、本事業を中心とした世界の研究者とのネットワークが拡大・深化した。海外の研究者

との共同研究や共著論文も増えた。AEPC や ERIA の活動には引き続き積極的に関与する。 

 これらの効果によって、慶應義塾大学は、グローバリゼーションに伴う企業行動・家計行動・

再配分政策の相互作用を浮き彫りにし、国民一人一人がグローバリゼーションの利益を得ら

れる「高質な」経済社会を構築するための研究拠点になりつつある。 

 本事業の活動は、参加メンバーによって形成されたサブプロジェクトがその中心の場となっ

た。以下、各年度のサブプロジェクトの成果の概要をカテゴリー別に記載する。（カテゴリーA

は「グローバル化に対する経済社会の適応」、カテゴリーBは「国際競争力のある経済社会の

設計」、カテゴリーC は「経済社会の国際比較と国内外の価値観の共有」。） 

 

[平成 25 年度（6 サブプロジェクト）] 

 カテゴリーA では、慶應義塾大学での AEPC 開催、そして慶應と Korea Economic Research 

Institute との国際コンファレンス開催（共に平成 25 年 9 月）を支援した「グローバル化するア

ジアにおける経済発展の現状と課題」（木村・中妻・吉野）では、本事業の研究の国際ネットワ

ークがさらに密になり、慶應における研究基盤形成が促進された。企業の貿易と賃金の関係

を分析する「オフショアリングと企業パフォーマンスの変化」（遠藤・鶴・山本・安藤・松浦）は、

試験的な分析として、中間投入物の輸入と最終生産物の輸出が国内労働市場に与える影響

について、日本企業のトランスログ型費用関数を推計することで検討した。 

 カテゴリーB では、企業ネットワークの役割を分析する「企業取引と立地」（大野・山本・遠

藤・松浦・大久保）は分析に使用するデータの整備を行った。また、試験的な分析として、海

外直接投資の立地先決定要因における取引企業の役割や、取引相手を探す際に企業代表

者の出身校の果たす役割を分析した。企業の異質性の観点から国際貿易と空間経済・新経

済地理学を研究する「地域経済と国際貿易-企業の異質性と地域の異質性」（大久保）では、

グローバリゼーションが国内の地域間格差や企業の生産性や規模の異質性に与える影響に

ついて、世界各国の研究者との共同研究の成果が多数の学術雑誌に掲載された。 

 カテゴリーC では、各国の家計の就業・所得・支出・資産などの国際比較研究を行う「家計

の経済構造を国際比較するための基盤構築と研究」（樋口・マッケンジー・赤林・土居・山本）

において、日本家計パネル調査を加工・推計し、国際比較に適したデータセットの構築を進め

た。また、各国の家計データの設計・解析方法についての研究を行った。この過程で、ルクセ

ンブルグ所得研究（LIS）や OECD 等の諸外国の研究機関との連携を深めた。世界観の経済

行動への影響に関する研究を行う「香港における文化・世界観の経済行動への効果」（大垣）

は、香港においてキリスト教会とイスラム教モスクの協力によって、世界観と経済行動に関す

るアンケート調査を行った。また、香港在住マレーシア人を中心とした組織と交流し、今後、こ

のアンケートをマレーシアで行うためのネットワークを築いた。多くの人々は自分がある特定

の世界観を持っていることを意識していないため、違う世界観を持っている人々との意思の
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疎通が難しくなると思われる。本研究は、異なる世界観を持つ人々の間の理解と調和を促進

する。また、徳倫理や義務論を規範経済学分析に用いることの意義も示す。 

 

[平成 26 年度（9 サブプロジェクト）] 

 カテゴリーA では、平成 26 年 9 月の慶應義塾大学での AEPC 開催を支援した「グローバル

化するアジアにおける経済発展の現状と課題」（木村・中妻）では、Asian Economic Papers と

の緊密な連携が図られ、本事業の研究成果の発表媒体の確保と研究ネットワークの拡大・

緊密化に寄与した。日本企業の国際分業を、特に輸出、アウトソーシング、直接投資から分

析する「貿易自由化が企業の国際競争力に及ぼす影響について」（清田・木村・遠藤・松浦）

では、最新の研究動向をメンバー間で共有するために、学内で研究会を開催し、国内外から

研究者を招聘した。また、研究成果をワーキングペーパーや論文として刊行した。企業の貿

易と雇用・賃金の関係を分析する「企業活動の国際展開と雇用の関連」（遠藤・鶴・安藤）は、

政府の各種統計の接続の制度を高め、推計式を改善することで、前年度から分析の精度を

高めた。その結果、日本では貿易が企業内での所得格差を拡大させる効果がほとんど観察

されなかった。これは、他国の事例と異なるものであった。国内生産を代替・補完する海外直

接投資の形態を調べる「輸出と海外直接投資の代替性についての再検討」（松浦）では、特

に日本企業の中国向け海外直接投資に焦点を絞り、日本企業の海外現地法人のデータと中

国の企業レベルの通関統計を接続し、試験的な分析を行った。 

 カテゴリーB では、企業ネットワークの役割を分析する「企業取引と立地」（大野・山本・遠

藤・松浦・大久保）はデータ整備を進め、分析結果は論文として刊行され始めた。企業ネット

ワークが海外直接投資先の選定に与える影響、企業間取引関係の有無に企業代表者が同

じ出身校であることが企業間取引関係の有無に与える影響、卸売業者の利用の判断を分析

のテーマに据えた。「地域経済と国際貿易-企業の異質性と地域の異質性」（大久保）は、昨

年度に引き続き、国際貿易と空間経済学の理論・実証研究を企業の異質性の観点から行

い、世界各国の研究者との共同研究の成果が多数の学術雑誌に掲載された。日本企業の

法人税負担から企業の国際競争を見る「国際競争下の日本企業の法人税負担」（土居）は、

日本における法人税は労働所得と資本所得にどのように帰着するかを、動学的一般均衡モ

デルで分析した。 

 カテゴリーC では、各国の家計の就業・所得・支出・資産などの国際比較研究を行う「家計

の経済構造を国際比較するための基盤構築と研究」（樋口・マッケンジー・赤林・土居・山本）

において、データやフレームワークの開発、データを用いた研究が進んだ。論文の発表も始

まった。「世界観の親子の通時的経済行動への影響」（大垣・赤林）では、親子ペアを対象に

世界観の通時的行動への影響に関する経済実験を、日本国内の教育団体の協力を得て行

った。その結果、標準的な異世代間利他性モデルの理論予測に整合的に行動する親子ペア

は全体の約半数しかいず、残りの半数の親子ペアの行動を説明する別のモデルが必要であ

ることを明らかにした。実際の親子ペアを対象にして異世代間利他性モデルを検証した実験

は、おそらくこれが世界初である。また、無意識の世界観の利他行動への影響の研究につい

ては、アメリカ、韓国、日本でのアンケート調査の結果について実証研究を行った。 

 

[平成 27 年度（10 サブプロジェクト）] 

 カテゴリーA では、平成 27 年 9 月の慶應義塾大学での AEPC 開催を支援した「グローバル

化するアジアにおける経済発展の現状と課題」（木村・中妻）では、引き続き所期の目標が達

成され、本事業のメンバーが Asian Economic Papers に発表する論文の数も蓄積されてき

た。EHESS と本事業が平成 28 年 3 月 10 日・11 日にパリで開催した国際会議を準備した「グ

ローバル化と労働市場の関係に関する国際共同研究」（山本・樋口・遠藤・大久保・清田・松

浦）では、当会議で本プロジェクト参加メンバーが 4 本の論文を発表し、本事業の成果を国外
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の研究者に直接伝え、意見交換をすることで、より質の高い研究成果を導くことに寄与した。

日本製造業企業のグローバル化のメカニズムを、輸出、アウトソーシング、直接投資から分

析する「貿易自由化が企業の国際競争力に及ぼす影響について」（松浦・木村・遠藤・清田）

では、慶應で開催される研究会に国内外から研究者を招聘することを支援し、また研究成果

がワーキングペーパーや学術雑誌に刊行された。日本企業の貿易と賃金の関係を分析する

「日本企業の国際経済取引と賃金の関連」（遠藤・鶴・安藤）は、企業の貿易を説明するより

適切な操作変数を探し、計量分析の手法を改善することで、分析が進展し、論文を発表し

た。「日本のオフショアリングと賃金格差：産業レベルのデータにもとづく分析」（清田）では、

研究成果が論文や書籍で公開された。 

 カテゴリーB では、「企業取引と立地」（遠藤・山本・松浦・大久保・大野）は企業ネットワーク

の役割の分析を進めた。海外直接投資の立地や事業継続に取引相手企業の集積が果たす

役割や、卸売業者を通した輸出によって輸出の固定費は下がるが可変費は上がることが明

らかになった。「地域経済と国際貿易-企業の異質性と地域の異質性」（大久保）は、国際貿

易と空間経済学の理論・実証研究を企業の異質性の観点から引き続き行い、様々な国際共

同研究も継続して行い、研究成果を学術雑誌に掲載した。今年度は歴史データの収集や整

備も行い、歴史データを用いた研究も始めた。日本企業の法人税負担から企業の国際競争

を見る「国際競争下の日本企業の法人税負担」（土居）は、昨年度の成果に加えて、日本の

事業税における外形標準課税の帰着も同様に分析した。 

 カテゴリーC では、世界観の国際比較と通時的行動への影響を分析する「世界観の親子の

通時的経済行動への影響」（大垣・赤林）は昨年度に実施した親子ペアの実験を再度行い、

実験結果をパネルデータ化した。「家計の経済構造を国際比較するための基盤構築と研究」

（樋口・マッケンジー・赤林・土居・山本）において、日本家計パネル調査の可処分所得暫定

値を作成した。 

 

[平成 28 年度（8 サブプロジェクト）] 

 カテゴリーA では、慶應義塾大学での平成 28 年 8 月の AEPC 開催と平成 29 年 1 月の東ア

ジア五大学経済学部合同シンポジウムを支援した「グローバル化するアジアにおける経済発

展の現状と課題」（木村・中妻）は、本事業参加メンバーの国際ネットワークへの関与に大きく

貢献した。日本の製造業企業のグローバル化の要因と影響を実証的に分析する「グローバ

ル化が生産性、雇用、賃金に及ぼす影響について」（清田・木村・遠藤・松浦）では、最新の研

究動向をメンバー間で共有するために、学内で引き続き研究会を開催し、国内外から研究者

を招聘した。ハワイ大学の研究者と共同で、国際コンファレンスを5月に慶應義塾大学で開催

し、ここで発表された論文は Journal of Asian Economicsの特別号に掲載された。その他の研

究成果も、ワーキングペーパーや論文として刊行した。日本企業の貿易と賃金の関係を分析

する「日本の企業・労働者接合データを用いた国際経済取引と賃金の関連」（遠藤・鶴・安藤）

は、昨年度の分析を改善するとともに、新たに外国からの最終財輸入による競争激化が企

業の賃金に与える影響の分析も始め、結果をセミナーや論文で発表した。 

 カテゴリーB では、「企業取引と立地」（大野・山本・遠藤・松浦・大久保）において企業ネット

ワークの役割に関する研究の多くの成果が論文として発表された。「地域経済と国際貿易-

企業の異質性と地域の異質性」（大久保）は、国際貿易がどのように地域経済に影響するの

か、また逆に地域経済がどのように国際貿易に影響を及ぼすのかを理論的、実証的に研究

し、多くの成果を学術論文に刊行した。日本の環境政策の評価にも力を入れ、個々の地方・

地域における公害防止協定の効果や金利優遇政策の効果を分析し、地方自治体の環境対

策の重要性を計量的に示した。 

 カテゴリーC では、「家計の経済構造を国際比較するための基盤構築と研究」（樋口・マッケ

ンジー・赤林・土居・山本）において、日本家計パネル調査の可処分所得推計値最終版が完



（様式 2） 
 

法人番号 131015 
プロジェクト番号 S1391003 

 
了した。あわせて、可処分所得データを海外研究機関に提供するための英文説明書とコード

ブックの作成を進めた。プロジェクトの成果も、研究論文としての多く学術雑誌に掲載された。

「世界観の親子の通時的経済行動への影響」（大垣・赤林）では、親のしつけ行動が選好の

文化伝達に重要な役割を果たすので、親のしつけ行動の決定要因について実験とアンケー

トを組み合わせて研究した。また、しつけ行動を親が子の人格的成長を含む長期的な観点で

の利他行動と考え、親子間の利他行動と、親子間の利他行動と関連する他人に対する寄付

行動やボランティア活動との関係も研究した。パネルデータとしてのデータの整理が完了し、

計量経済学分析を開始し、結果の学会での発表が始まった。 

 

[平成 29 年度（9 サブプロジェクト）] 

 カテゴリーA では、日本企業の貿易と賃金の関係を分析する「日本の企業・労働者接合デ

ータを用いた国際経済取引と賃金の関連」（遠藤・鶴・安藤）は、分析の最終段階として、企業

の中間財輸入と賃金についての論文、そして外国からの最終財輸入と賃金についての論文

を改善し、学術雑誌に投稿した。企業の競争力と企業活動のグローバル化の関係に関する

実証分析を進めた「直接投資、国際貿易、生産性、および国内労働市場」（清田）では、競争

力の指標として全要素生産性とマークアップに注目し、競争力の指標を測定した。「海外直接

投資と企業間取引ネットワーク」（松浦）では、企業の海外直接投資がその国内取引企業の

雇用に与える影響を分析して結果を得た。これまでの研究は企業の国際化のその企業自身

への影響を分析するものが多く、国際化企業の国内取引先への影響は重要な研究対象であ

る。「グローバル化するアジアにおける経済発展の現状と課題」（木村・中妻）では、平成29年

9 月の慶應義塾大学での AEPC 開催を支援し、海外の研究者と慶應義塾大学の研究者を結

ぶネットワークをさらに密なものとして、慶應義塾大学における研究基盤の形成の促進を図っ

た。加えて、Asian Economic Paper との連携を深めたことで、本事業参加者の研究成果を学

術雑誌に刊行するまでの困難を軽減した。 

 カテゴリーB では、「企業取引と立地」（大野・山本・遠藤・松浦・大久保）において企業ネット

ワークの役割に関する研究の多くの成果が引き続き論文として発表された。また、新たに自

動車組み立てメーカーの海外直接投資が取引先の自動車部品メーカーに与える影響も分析

された。「地域経済と国際貿易-企業の異質性と地域の異質性」（大久保･加藤）では、本事業

でこれまで研究してきた環境と空間経済、及び国際貿易理論の融合に加えて、災害のショッ

クが垂直的な産業連関のもとでどのように企業の立地に影響を及ぼすかを解明した。これら

環境や災害の問題は日本で重要であり、国際的な視点と地域の視点の両方を含めることで

経済分析が可能になる。国際共同研究や国際会議での発表も引き続き積極的に続け、研究

成果を学術雑誌に発表した。 

 カテゴリーC では、「世界観の親子の通時的経済行動への影響」（大垣・赤林）は昨年度ま

で行った親子実験の結果のパネルデータ化において、追加のデータを用いることで親子ペア

の特定をより正確に行った。これは、個人情報の保護のため、このプロジェクトの実験では子

供の名前を尋ねていないことによる。また、パネルデータ化によって、子が将来に忍耐強くな

っていく有意な傾向が得られた。「家計の経済構造を国際比較するための基盤構築と研究」

（樋口・マッケンジー・赤林・土居・山本）では、本サブプロジェクトが作成した「日本家計パネ

ル調査」が LIS、OECD、そして CNEF（オハイオ大学がイニシアチブをとって実施している所得

の国際比較プロジェクト）に提供され、その使用方法について各機関と議論し、またデータの

改善やアップデートも行われた。国際比較が可能なパネルデータのデータベースに本サブプ

ロジェクトが日本のデータを提供できるのは優れた成果であり、世界の研究者に大きなメリッ

トをもたらす。本サブプロジェクトでも、研究成果が引き続き発表されている。 

 

＜優れた成果が上がった点＞ 
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 参加研究者の研究成果には、それぞれに優れた点が含まれるが、ここでは本事業全体とし

ての優れた成果を列挙することにする。 

 研究成果に関しては、国際的な査読付きジャーナルに発表された論文が多く、中には(*4)

経済学学術雑誌ランキングの上位 20位以内に位置する雑誌に掲載されたもの、優れた論文

として掲載誌に選ばれたもの、すでに多く論文によって引用されているものもある。国際的な

共同研究も多く遂行され、世界の研究者との共同論文も多い。論文の質が総じて高く、国際

的な共同研究が多く、他の研究への引用回数が多いことは、本事業の優れた研究成果であ

る。(*5)日本で優れた経済書に与えられる賞を受賞した書籍もある。 

 学術雑誌との連携は、査読付き学術雑誌に論文を掲載する多様な道を確保することや、研

究ネットワークを拡張・緊密化することによって、研究基盤の戦略的な構築に資する。(*6)本

事業によって Asian Economic Papers と緊密な連携が図られたことは重要な成果である。 

 本事業によって継続的な予算が確保できたことから、学内で構築しているデータセットの整

備、学外からの大規模なデータセットの購入、国外研究機関との共同プロジェクトの遂行が

行いやすくなった。学内で構築しているデータセットについては、日本の家計パネルデータは

学外の研究者も利用可能であり、重要な公共財となっており、加えて所得パネルデータの国

際データベースにも提供されている。学外からのデータセットの購入は、他国ではあまり用い

られていない企業間取引データを購入した。これを用いた研究成果は本事業の強みであり、

また独自のものである。国外研究機関との共同プロジェクトでは、AEPC、EHESS・パリ日仏財

団、ERIA、FREIT、LIS、OECD などと継続的な関係を構築したことも貴重な成果である。 

 

＜課題となった点＞ 

 

 参加研究者の個々の研究成果には、その研究を行う上で困難や問題点が必然的に伴う。

ここではそのような、個々の研究者が直面する研究上の困難とその克服方法よりも、研究拠

点形成に向けての本事業全体の方針に関する問題点 3 つと、その対応を記す。 

 1．データの利用範囲：本事業では、整備したデータベースのうち、データ提供元の提示する

条件によっては、研究目的のために参加する学内研究者にも使用を認めることを目指してい

た。しかし、政府の統計データについては厳しい二次利用条件が課されているものも多く、ま

た有料で購入した民間会社のデータベースも、データを利用できる範囲に制限があった。後

者については、学内研究者全体がデータをインフラとして利用できるよう、民間会社と協力し

てデータの管理・利用方法を整備した。 

 2．国際会議：本事業の予算を使用する国際会議のうち、例えば平成 28 年 3 月にパリで開

催したものは、日本側からの参加者や論文の方が多くなる恐れがあった。これでは本国際会

議で期待した成果のうち、国際交流による研究活性化という成果は得にくくなり、また外国で

開催する意義も低下する。しかし、慶應と EHESS でフランス側の参加者を積極的に募り、結

果としてはフランス側の方が発表論文数でも参加者数でも多くなり、所期の成果を得られた。 

 3．国際交流の継続性：AEPC、ERIA、EITI との協働関係は継続的なものに発展し、本事業

の実施期間中に新たな国際プログラムや国際協働体制も始まった。後者の国際研究活動に

ついて、慶應に研究拠点を形成することへの効果を強めるために、継続的な関係を構築する

ための努力が必要である。ただ、実際に事業を継続することは多大な労力を要し、今後も参

加メンバーの積極的な活動が求められる。そこで、本事業の活動を継承・拡充するために、

平成 29 年に慶應義塾大学経済研究所に統合・設立された 4 つのセンター（「パネルデータ設

計・解析センター」、「国際経済学研究センター」、「こどもの機会均等研究センター」、「Center 

for Finance, Technology and Economics at Keio」）も国際研究活動のハブとして機能させる。 
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＜自己評価の実施結果と対応状況＞ 

 

 本事業の予算の 3/4 程度をサブプロジェクト予算に割り当てた。このサブプロジェクトへ自

己評価を実施することで、共同研究を促進し、所与の予算で継続的に良い研究成果を創出

し、研究拠点が形成されるよう促した。 

 具体的には、研究代表者と 2 名の幹事から成る幹事会が、各サブプロジェクトの申請時の

書類、使用した金額、そして年度末報告書に記載された達成度を勘案して、次年度の予算配

分を決定した。例えば、平成 28 年度においては、前年度の活動で世界の研究者とのネットワ

ーク構築に寄与したと判断されたサブプロジェクトは、本年度の活動にも申請額を満額配分し

た。他の国にない日本独自のデータセットの購入も、研究拠点の形成という本事業の目的に

寄与すると幹事会が判断し、予算を配分した。 

 

＜外部（第三者）評価の実施結果と対応状況＞ 

 

 北村行伸教授（一橋大学経済研究所）、神事直人教授（京都大学大学院経済学研究科）、

冨浦英一教授（一橋大学大学院経済学研究科）の 3 名に外部評価委員を依頼し、平成 28 年

5 月に中間評価を実施した。3 人の外部評価委員は、本事業の進捗をおおむね充分であると

評価したが、改善や検討を要する点もいくつか指摘した。外部評価委員の指摘と、本事業で

の対応の例は、以下のとおりである。 

 

・「本事業のウェブサイトを通じた事業全体の取り組みに関する情報発信は必ずしも十分に行

われてきたとは言えない。」 → 本事業の活動を継承・発展させる形で、上記のように平成

29 年に慶應義塾大学経済研究所に 4 つのセンターが統合・設立され、ウェブサイトも開設さ

れた。今後はこれらのウェブサイトを通じて研究成果を発信する。 

・「研究拠点の重要な役割の 1 つとして、人材育成を挙げることができる。（中略）こうした部分

をさらに充実させていくことが期待される。」 → 平成 29 年度は PD・RA 合計 3 名であった。

人数としてはやや少ないが、研究成果を着実に出している。 

・「データの利用条件を満たしつつ、本事業で整備されたデータがインフラとして積極的に利

用されて多くの研究成果が生み出されるように、活用方法の改善を図っていくことが求められ

る。」 → 「パネルデータ設計・解析センター」のデータは貸し出し実績が多く、学外研究者に

よる学術論文も執筆されているが、それ以外のデータは著作権等の理由から活用が進んで

いない。今後はデータ以外にもプログラムや中間生成物も研究インフラとして公開に努める。 

・「家計パネルデータの外国人研究者の利用促進、国際会議の定期的開催、国際交流の継

続などこれから、進展すべき課題は残されている。」 → 家計パネルデータについては英語

での案内がある。国際会議の定期的な開催は、前述のもの以外に新規には始めていない。 

・「サブプロジェクトにおける成果のばらつきや、活動の密度の違いなどが見受けられる。（中

略）リーダーの下に、より活発な活動と成果の創出を促進し、さらに一体感を高めるようなイ

ニシアチブが求められる。」 → 学内コンファレンス等を通じて、それぞれの研究成果につい

ての相互理解を深め、さらにシナジー効果を得られるよう、努力を強化した。 

・「経済政策を担う人材の育成、経済政策提言という側面では、個々のミクロ経済学的研究

が、マクロ経済学、経済社会全体にどのような影響を持ち、どのような帰結をもたらすのかと

いった、視点を忘れずに議論することが大切だと思われる。」 → 本指摘は重要であり、そ

のように心がけている研究者・研究課題もあったが、一方でミクロの事象を安易に一般化した

り積み上げたりすることには慎重であるべきとの考え方もあり、議論が詰め切れなかった。 

・「今後は予算配分基準の透明性向上が図られれば一層効率的・効果的な予算執行に資す

るものと考えられる。」 → 特に透明性が不足していたとは認識していない。各サブプロジェ
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クトの意義と必要経費について慎重に審査し、また研究の進捗をモニターするよう心がけた。 

・「プロジェクトをくくる横断的な「カテゴリー」が設定されているので、これに沿った成果とりま

とめが行われれば一体性がより強化されると見込まれる。」 → 本報告書において、カテゴ

リー別に成果をまとめ、「グローバル化」、「国際競争力」、「比較」の成果の全体像を示した。 

・「データそのもの、特にミクロデータ個票の公開に限定することなく、中間的な集計データも

研究上有用であることがあるので公開検討対象に含めて対応を進めていくことが広く学外へ

の貢献につながると考えられる。」 → 今後は上記の 4 センターのウェブサイトを通じて、プ

ログラムや中間生成物も公開してゆく。 

 

＜研究期間終了後の展望＞ 

 

 本事業の活動は、本事業が終了した後も、学内研究センターに組織化して継続する。本事

業の実施期間中にすでに、慶應義塾大学経済研究所の附属センターとして、本事業のメンバ

ーが中心となって活動を行う以下の 4 つの組織が統合・設立された。これらの研究活動によ

って、応用ミクロ経済分析の研究拠点としての慶應義塾大学の役割をさらに高める。 

 

・パネルデータ設計・解析センター（平成 29 年 4 月 1 日統合） 

・国際経済学研究センター（平成 29 年 6 月 15 日設立） 

・こどもの機会均等研究センター（平成 29 年 7 月 20 日設立） 

・Centre for Finance, Technology and Economics at Keio (FinTEK)（平成 29年 7月 24日設立） 

 

 国際研究交流では、これまで本事業で推進してきた、ERIA、AEPC、EITI、東アジア 5大学経

済学部合同シンポジウムだけでなく、新たな組織とも、定期的なワークショップや研究者交流

を行い、さらに密な研究交流関係を築く。それによって、諸外国の研究者が集う学会、セミナ

ー、ワークショップなどでの研究発表を促進する。 

 データの整備については、接続するデータの範囲を広げ、国際比較ができるようにフレーム

ワークを整備する。また、データの著作権等が許す限り、学内外の多くの研究者がインフラス

トラクチャーとして利用できるようにする。さらに、データを加工・分析するプログラムも、上記

のセンターのウェブサイトや研究者個人のウェブサイトを通じて公共財として公開し、同様の

研究を行おうとする研究者の作業負担を軽減させる。 

 

＜研究成果の副次的効果＞ 

 

 本事業の目標の一つは、政策が目的に合致する結果をもたらすよう、政策の立案に資する

事実や分析結果を提供することにある。研究代表者の木村は、国内外の様々な学会やコン

ファレンスでの積極的な講演活動を通じて、アジアの発展に資する経済政策について、活発

に提言を行っている。また、(*5)日経・経済図書文化賞を受賞した清田、鶴、山本の成果は、

日本経済が直面する問題への分析成果の質の高さと政策提言の有用性が評価されたもの

である。さらに、『通商白書』で引用されている参加者の成果もある。これは、本事業の研究

が日本の通商政策の立案の一助となっていることを示している。具体的に引用される形以外

でも、本事業の研究者が各省庁や政府系機関の研究会に参加して、研究成果の普及、政策

的なインプリケーションや具体的な政策への応用の説明、研究の知見に基づいた政策提言

を行い、政府の経済政策を学術的な面から下支えしている。 
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１２ キーワード（当該研究内容をよく表していると思われるものを８項目以内で記載してくださ

い。） 

（１） グローバリゼーション    （２） 国際経済学           （３） 労働経済学       

（４） 産業組織論          （５） 行動経済学           （６） ミクロ計量分析     

（７） パネルデータ         （８） 国際比較             

 

１３ 研究発表の状況（研究論文等公表状況。印刷中も含む。） 

上記、１１(４)に記載した研究成果に対応するものには＊を付すこと。 
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・ Kimura, F. “Economic Reform in Japan and the Japan-EU Economic Partnership 

Agreement.” Public Lecture at the University of Copenhagen, Copenhagen, Denmark, 

October 2017. 

・Kimura, F. “Keynote Speech: How Have Global Value Chains Changed Asia-Pacific?” The 

32nd Pacific Economic Community Seminar, Taipei, Taiwan, Nobember 2017. 

・Kimura, F. “Changing Nature of Japanese Trade and Investment Profile in ASEAN.” 

ASEAN-Japan Zbook Project, Writers' Workshop, Singapore, Singapore, November 2017. 

・Kimura, F. “Preliminary Thought on Globalization and Domestic Employment: Theory and 

Empirics.” The IEAS Seminar, Academia Sinica, Taipei, Taiwan, November 2017. 

・Kimura, F. “Asia Africa Corridor: Background, Target, and Progress.” CASS-ERIA East 



（様式 2） 
 

法人番号 131015 
プロジェクト番号 S1391003 

 
Asian Summit and East Asian Cooperation International Forum 2017, Nanning, China, 

December 2017. 

・Kimura, F. and Chang. M. S. “Industrialization and Poverty Reduction in East Asia: The 

Importance of Labor Movements from Informal to Formal Sectors.” Trade, Growth and 

Economic Inequality in the Asia-Pacific Region International Conference, Honolulu, University 

of Hawaii, USA, January 2016. 

・Kimura, F. and Chang. M. S. “Industrialization and Poverty Reduction in East Asia: The 

Importance of Labor Movements from Informal to Formal Sectors.” Trade, Growth and 

Economic Inequality in the Asia-Pacific Region International Conference, 東京, 慶應義塾大

学, 2016 年 5 月. 

・Kiyota, K. “Disemployment by Foreign Direct Investment? Multinationals and Japanese 

Employment.” Empirical Investigations in Trade and Investment, Phuket, Centara Karon 

Resort Phuket, March 2014. 

・(*1) Kiyota, K. and Maruyama, S. "On the Demand for Female Workers in Japan: The role of 

ICT and Offshoring." Foundation France Japon de l’EHESS – Keio University conference 

“Globalization and Labor Market Outcomes,” Paris, EHESS, March 2016. 

・Matsuura,T. and Hayakawa, K. “Trade Liberalization in Asia and FDI Strategies in 

Heterogeneous Firms: Evidence from Japanese Firm-level Data.” Asia-Pacific Trade 

Economists' Conference: "Trade in the Asian century - delivering on the promise of 

economic prosperity, Bangkok, Thailand, September 2014. 

・(*1) Matsuura, T., Kiyota, K., and Higuchi, Y. "Multinationals, Exporters, and Employment 

Volatility: Evidence from Japanese Firm-Level Data." Foundation France Japon de l’EHESS 

– Keio University conference “Globalization and Labor Market Outcomes,” Paris, EHESS, 

March 2016. 

・(*1) Okubo T. and Forslid, R. "Are labour or capital intensive firms the biggest exporters?" 

Foundation France Japon de l’EHESS – Keio University conference “Globalization and Labor 

Market Outcomes,” Paris, EHESS, March 2016. 

・Tsuru, K. "The Impact of a Demand Shock on the Employment of Temporary Agency 

Workers: Evidence from Japan during the Global Financial Crisis." CEPR-RIETI Workshop, 

Labour Market Policy for Economic Growth, London, January 2015. 

 

 

１４ その他の研究成果等 

＜受賞＞ 

・山本勲 第 57 回日経・経済図書文化賞（2014 年 11 月）、『労働時間の経済分析』、日本経

済新聞出版社 

・清田耕造 第 58 回日経・経済図書文化賞（2015 年 11 月）、『拡大する直接投資と日本企

業』、NTT 出版 

・木村福成 日本国際経済学会小島清賞（2015 年 11 月） 

・大久保敏弘 日本国際経済学会特定領域研究奨励賞（小田賞）（2016 年 10 月） 

・樋口美雄 紫綬褒章（2016 年 11 月） 

・清田耕造 日本経済学会石川賞（2017 年 6 月） 

・鶴光太郎 第 60 回日経・経済図書文化賞（2017 年 11 月）、『人材覚醒経済』、日本経済新

聞出版社 

・鶴光太郎 第 40回労働関係図書優秀賞（2017年 11月）、『人材覚醒経済』、日本経済新聞

出版社 
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＜機構の設立・統合＞ 

 本事業の成果である以下の 4 組織が、慶應義塾大学経済研究所に設立・統合された。 

・パネルデータ設計・解析センター（平成 29 年 4 月 1 日統合） 

・国際経済学研究センター（平成 29 年 6 月 15 日設立） 

・こどもの機会均等研究センター（平成 29 年 7 月 20 日設立） 

・Centre for Finance, Technology and Economics at Keio (FinTEK)（平成 29年 7月 24日設立） 

 

 

１５ 「選定時」及び「中間評価時」に付された留意事項及び対応 

 

＜「選定時」に付された留意事項＞ 

 「共同研究としての一体性、進め方が不明瞭である」 

 

＜「選定時」に付された留意事項への対応＞ 

 本事業に参加する研究者は全員、より少人数でより密な交流を行うサブプロジェクトに少な

くとも 1 つ加わり、研究活動を行っている。約半数の研究者は、複数のサブプロジェクトに加

わっており、そのつながりからも研究チーム間の連携が生まれている。加えて、本事業の学

内コンファレンスを通算 5 回実施し、情報共有を図っている。本事業は、サブプロジェクトによ

る共同研究をまとめ、参加者の協働を促進するプラットフォームとして機能している。 

 

＜「中間評価時」に付された留意事項＞ 

（該当なし） 

 

＜「中間評価時」に付された留意事項への対応＞ 

（該当なし） 
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１７
（千円）

16 16 - - -

※　私学助成による補助事業として行った新増築により、整備前と比較して増加した面積
㎡

（千円）
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ｈ
ｈ
ｈ
ｈ

ｈ
ｈ
ｈ
ｈ

ｈ

１８ 研究費の支出状況 （千円）
  平成 年度

計
0

1,385

学内1人

0
1,385

出張、招聘者旅費
調査委託料、講演謝金他

補助主体

補助主体

2,535

0

2,535

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

0

1,385
0

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

学内1人

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

0

ポスト・ドクター 1,385
0

0

計

計

0

0

0

臨時職員 2,535

0

年間時間数　1,983時間、実人数　１２人
調査補助　学部生７名　870円　189時間

24,292

集会費 380

24,292

2,535

会議費

7,772
講演料、調査委託、翻訳料

郵送費 4

海外旅費、国内旅費
2,404

0
7,772

主　な　使　途
積　　算　　内　　訳

消　耗　品　費
0 0

主　　な　　内　　容

（研究設備）

- 232.78

整備年度

《施　　設》  （私学助成を受けていないものも含め、使用している施設をすべて記載してください。）

補助金額整備年度

《装置・設備》　（私学助成を受けていないものは、主なもののみを記載してください。）

研究施設面積

0

装置・設備の名称 台　　数型　　番 事業経費

事業経費施　設　の　名　称 研究室等数 使用者数

リサーチ・アシスタント

（　会議費　）
報酬・委託料

380

補助金額

（研究装置）

稼働時間数

印刷製本費

（情報処理関係設備）

図　　　　書

書籍送料等

金　　額

13,732
教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

企業データ、パソコン他

支　出　額

書籍、データ

小  科  目

研究支援推進経費

13,732

光　熱　水　費

0

教育研究用機器備品

人件費支出
（兼務職員）

教育研究経費支出

旅費交通費
2,404

25

慶應義塾大学三田
キャンパス研究室
棟、大学院校舎他

4

計

通信運搬費

年　　　度

データ入力　一般1名　1,200円　1,209時間

調査補助　大学院生2名　900円 158時間
データ整理　学部生　850円・870円（10月から）

データ整理　一般1名　900円　308時間
　1名　119時間
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  平成 年度

（千円）
  平成 年度

年　　　度 26

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 8,848 書籍、データ 8,848 企業データ、パソコン他

光　熱　水　費 0 0

通信運搬費 38 郵送費 38 書籍送料等

印刷製本費 0 0

旅費交通費 11,001 海外旅費、国内旅費 11,001 出張、招聘者旅費

報酬・委託料 2,659 講演料、調査委託、翻訳料 2,659 調査委託料、講演謝金他

（　会議費　　） 120 集会費 120 会議費

計 22,666 22,666

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

年間時間数　2,748時間、実人数　１８人
（兼務職員） 調査補助　学部生10名　870円　204.5時間

教育研究経費支出 0 0

計 3,757 3,757

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 0 0

図　　　　書 0 0

計 0 0

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント 1,681 RA 1,681 学内１人
ポスト・ドクター 1,851 PD 1,851 学内１人

研究支援推進経費 0 0

計 3,532 3,532 学内2人

年　　　度 27

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 4,123 書籍、データ 4,123 企業データ、パソコン他

光　熱　水　費 0 0

通信運搬費 24 郵送費 24 書籍送料等

印刷製本費 0 0

旅費交通費 10,830 海外旅費、国内旅費 10,830 出張、招聘者旅費

報酬・委託料 2,824 講演料、調査委託、翻訳料 2,824 調査委託料、講演謝金他

（　会議費　） 369 集会費 369 会議費

計 18,170 18,170

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

人件費支出 4,797 臨時職員 4,797 年間時間数3,262.5時間、実人数　6人
（兼務職員） データ整理　学部生2名　950円　121.5時間

教育研究経費支出 0 0

計 4,797 4,797

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 1,951 機器備品 1,951 パソコン

図　　　　書 0 0

計 1,951 1,951

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント 1,717 RA 1,717 学内１人
ポスト・ドクター 1,728 PD 1,728 学内１人

研究支援推進経費 0 0

計 3,445 3,445 学内２人

データ入力　一般1名　1,200円　1,372時間
 900円　324時間

3,757 臨時職員 3,757

資料整理　一般2名　900円　151時間

人件費支出

　890円　（10月から）189.5時間

データ入力　一般1名　1,500円　497.5時間

データ入力　一般1名　1,500円　1,873時間

データ整理　大学院生1名・一般1名　

データ整理　大学院生2名　1,050円　1,056時間

調査補助　大学院生1名　900円 9.5時間

資料整理　一般1名　1,050円　212時間

データ整理　学部生1名　870円・
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  平成 年度

（千円）
  平成 年度

（　会議費　　） 217 会議費 217 会議費

（　会議費　　） 237 集会費 237 会議費

データ入力　一般1名　1,500円　1,130時間
データ整理　一般1名　1,050円　12時間

年　　　度 28

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 2,180 書籍、データ 2,180 企業データ、パソコン、書籍他

光　熱　水　費 0 0

通信運搬費 17 郵送費 17 書籍送料等

印刷製本費 128 128

旅費交通費 8,824 海外旅費、国内旅費 8,824 出張、招聘者旅費

報酬・委託料 5,334 講演料、調査委託、翻訳料 5,334 調査委託料、講演謝金他

（　雑役務費　　） 410 学会参加費、修理代 410 学会参加費、機器修理

計 17,130 17,130

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

人件費支出 2,907 臨時職員 2,907 年間時間数　1,908.5時間、実人数　4人
（兼務職員） データ整理　大学院生2名　1,050円　766.5時間

教育研究経費支出 0 0

計 2,907 2,907

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 1,005 機器備品 1,005 パソコン

図　　　　書 0 0

計 1,005 1,005

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

リサーチ・アシスタント 5,151 RA 5,151 学内３人
ポスト・ドクター 2,309 PD 2,309 学内１人

研究支援推進経費 0 0

計 7,460 7,460 学内４人

年　　　度 29

小  科  目 支　出　額
積　　算　　内　　訳

主　な　使　途 金　　額 主　　な　　内　　容

教　　　　育　　　　研　　　　究　　　　経　　　　費　　　　支　　　　出

消　耗　品　費 4,392 書籍、データ 4,392 企業データ、パソコン、書籍他

光　熱　水　費 0 0

通信運搬費 8 郵送費 8 書類送料等

印刷製本費 119 印刷代 119 論文印刷代

旅費交通費 8,068 海外旅費、国内旅費 8,068 出張、招聘者旅費

報酬・委託料 4,603 講演料、調査委託、英文校閲料 4,603 調査委託料、講演謝金他

（　雑役務費　　） 410 学会参加費、論文投稿料 410 学会参加費、論文投稿料

計 17,817 17,817

ア　　　ル　　　バ　　　イ　　　ト　　　関　　　係　　　支　　　出

人件費支出 4,093 臨時職員 4,093 年間時間数　2,608.7時間、実人数　7人
（兼務職員） データ整理　大学院生1名　1,050円　75時間

教育研究経費支出 0 0 データ入力　一般1名 1,500円 1,409時間

計 4,093 4,093

設 備 関 係 支 出（１個又は１組の価格が５００万円未満のもの）

教育研究用機器備品 499 機器備品 499 パソコン

図　　　　書 0 0

計 499 499

研究支援推進経費 0 0

リサーチ・アシスタント 3,434 RA 3,434 学内２人
ポスト・ドクター 2,318 PD 2,318 学内１人

計 5,752 5,752

研　　　究　　　ス　　　タ　　　ッ　　　フ　　　関　　　係　　　支　　　出

学内３人

　1,050円　1,124.7時間
データ整理・資料整理　一般5名　
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